様式第１号
令和　　年　　月　　日

質　問　書

加東市長　様

	所在地
	

	名称
	

	代表者氏名
	


第３次加東市総合計画策定等支援業務委託について、次のとおり質問します。
	質　問　事　項

	


 　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者連絡先

	氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	


様式第２号
令和　　年　　月　　日

加東市長　様
	所在地
	

	名称
	

	代表者氏名
	                      


参加表明書
第３次加東市総合計画策定等支援業務委託に係る公募型プロポーザルに参加します。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者連絡先

	氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	


様式第３号
令和　　年　　月　　日

加東市長　様
	所在地
	

	名称
	

	代表者氏名
	                      


参加資格誓約書

第３次加東市総合計画策定等支援業務委託に係る公募型プロポーザルの参加に当たり、下記の内容について、事実と相違ないことを誓約します。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定に基づく加東市の入札参加資格基準による入札参加の資格制限に該当しないこと。
(2) 加東市入札参加資格審査申請において提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。
(3) 公告日現在で、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てが行われた者でないこと。

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団及びその団体の構成員等に関係すると認められる者でないこと。
(5) 本公募型プロポーザルにおいて提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。
様式第４号

第３次加東市総合計画策定等支援業務委託
業務実施体制表

商号又は名称　　　　　　　　　　

１　業務従事予定者

　(1) 業務責任者

	氏名
	所属及び役職
	担当業務の内容

	
	
	

	
	
	


　(2) 業務担当者

	氏名
	所属及び役職
	担当業務の内容

	
	
	

	
	
	


※　業務従事予定者全員（業務責任者及び業務担当者各１名以上）を記載

すること。（行が不足する場合は、追加すること。）
※　氏名には、ふりがなを付記すること。

※　複数グループでの申請の場合もこの様式を使用すること。

２　再委託又は協力予定事業所

	事業所名及び所在地
	代表者氏名
	従事担当者氏名

	
	
	

	理由及び分担業務の内容

	


※　学識経験者、高度な専門技術を有する者等に協力を受けて事業を実施

する場合に記載すること。（行が不足する場合は、追加すること。）

※　氏名には、ふりがなを付記すること。
様式第５号
第３次加東市総合計画策定等支援業務委託
配置予定者調書

商号又は名称　　　　　　　　
	氏名
	

	所属及び役職
	

	生年月日
	年　　月　　日（　　　歳）

	担当業務の内容
	

	所有する資格名称
（登録番号/取得年月日）
	

	業務経歴等
	業務名
	完了年度
	発注機関
	業務担当区分

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	現在の従事業務
	業務名
	負担割合
	履行期限
	発注機関
	業務担当区分

	
	
	%
	
	
	

	
	
	%
	
	
	

	
	
	%
	
	
	

	その他・補足等
	（自由記載）


※　様式第４号に記入の業務従事予定者１名ごとに作成すること。

※　資格を証明する書類（写し可）を添付すること。

※　業務経歴等は、令和３年度以降に担当した市町村総合計画及びこれに準ずるまちづくり計画等（総合戦略を含む。）の策定支援業務の全てについて記載すること。また、対象計画等の名称（基本構想、基本計画、総合戦略、人口ビジョン）を明確に記載すること。
※　現在の従事業務については、市町村総合計画及びこれに準ずるまちづくり計画等の策定支援業務だけではなく、これら以外の業務についても記載すること。

※　現在の従事業務の負担割合は、本業務を担当した場合の負担割合（本業務の負担割合を除いた負担割合）を記載すること。
本業務負担割合＋現在の従事業務の負担割合の合計＝１００%

様式第６号
第３次加東市総合計画策定等支援業務委託
業務実績調書

名称又は氏名　　　　　　　　　　

	１
	自治体名
	業務名
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	　　　～
	　

	
	業務概要

	
	

	２
	自治体名
	業務名
	履行期間
	契約金額

	
	
	　
	　　　～
	　

	
	業務概要

	
	

	３
	自治体名
	業務名
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	～
	

	
	業務概要

	
	　

	４
	自治体名
	業務名
	履行期間
	契約金額

	
	　
	　
	　　　～
	　

	
	業務概要

	
	　

	５
	自治体名
	業務名
	履行期間
	契約金額

	
	　
	　
	　　　～
	　

	
	業務概要

	
	　


※　契約書等の業務実績を証明する書類（写し可）を添付すること。

※　令和３年度以降に近畿２府４県における地方公共団体から請け負った市町村総合計画及びこれに準ずるまちづくり計画等（総合戦略を含む。）の策定支援業務の実績（当該年度以降に契約を締結したものに限る。）の全てを記載すること。（対象計画等の名称（基本構想、基本計画、総合戦略、人口ビジョン）を明確に記載すること。）
※　行は必要に応じて追加すること。
様式第７号
令和　　年　　月　　日

加東市長　様
	所在地
	

	名称
	

	代表者氏名
	                      


企画提案書提出書

第３次加東市総合計画策定等支援業務委託に係る企画提案書を別添のとおり提出します。

担当者連絡先
	氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	


様式第８号

令和　　年　　月　　日

見　積　書

加東市長　様
	所在地
	

	名称
	

	代表者氏名
	                      


１　業務名

第３次加東市総合計画策定等支援業務委託
２　見積金額（消費税及び地方消費税を除く。）　※金額の左に￥を記入すること。
	
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　内訳（令和８年度～令和９年度）
	業務内容
	数量・単位
	金額

	(1) 計画策定・改訂全体に関する業務
	
	円

	(2) 調査・分析に関する業務
	
	円

	(3) 第２次加東市総合計画後期基本計画及び第３次
加東市総合戦略の総括支援
	
	円

	(4) 市民等アンケートに関する業務
	
	円

	(5) 基本構想に関する業務
	
	円

	(6) 基本計画・総合戦略に関する業務
	
	円

	(7) 人口ビジョンに関する業務
	
	円

	(8) 会議の運営支援等に関する業務
	
	円

	(9) 計画策定等に関する提案
	
	円

	(10) その他計画策定等において必要な業務
	
	円

	小　計　①
	－
	円

	(11) 諸経費　②
	－
	円

	業務費合計　③＝①＋②　※税抜き
	－
	円


　　※　年度ごとの内訳（上記項目ごとに整理したもの）を添付すること。（様式任意）

